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純資産総額（右目盛）

分配金込み基準価額（左目盛）

基準価額（左目盛）

ファンドの特色

1

※上記の「分配金込み基準価額」は過去に支払った分配金を再投資したと仮定して計算していますので、実際の基準価額とは異なります。なお、再投資する
際に税金は考慮しておりません。基準価額は信託報酬（投資対象投資信託証券には信託報酬等が別途かかります。）控除後のものです。信託報酬率につい
ては後記の「運用管理費用（信託報酬）」をご覧ください。

2

3

主として、株式・債券・実質実物資産等を実質的な投資対象とする投資信託証券に分散投資を行います。
当ファンドはファンド・オブ・ファンズ方式で運用を行います。

投資信託証券への投資は、高位を維持することを基本とします。投資信託証券への投資にあたっては、原則として、別に

定める投資信託証券（以下「指定投資信託証券」といいます。）の中から、委託会社が選択した11銘柄以上の投資信託証

券に分散投資を行います。なお、組入投資信託証券については適宜見直しを行います。

指定投資信託証券は、委託会社が属する資産運用グループ「PineBridge Investments」が運用する実績のあるファンドを

中心に委託会社が選択します。なお、指定投資信託証券については適宜見直しを行います。
「PineBridge Investments」は、ニューヨークに本部を置くグローバルな資産運用グループです。世界各地の拠点で、投資チーム・顧客

サービスチームのプロフェッショナルが、世界中に広がるネットワークを活用し、資産の運用管理に専念しております。

実質組入れの外貨建て資産については、原則として為替ヘッジを行いませんが、為替動向により急激な円高が見込まれ

る場合には、対円での為替ヘッジを行うこともあります。

毎月20日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、基準価額の水準等を勘案して分配を行います。また、3・6・9・12月

の各20日には、利子・配当等収益に加えて、値上り益（キャピタルゲイン）がある場合には、売買益等からも分配を行いま

す。なお、将来の分配金が保証されているものではなく、分配対象額が少額の場合等、分配を行わないこともあります。

ファンド・データ

分配金の実績（1万口あたり、課税前）

4
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設 定 日

決 算 日

基 準 価 額 11,204 （円） 分 配 金 込 み 基 準 価 額 17,931 （円）

純 資 産 総 額 953 （百万円） （前期末比） ▲ 36 （百万円）

2006年9月28日

原則として毎月20日（休日の場合は翌営業日）

2006/10/20 2006/11/20 2006/12/20 2007/1/22 2007/2/20 2007/3/20 2007/4/20

0円 30円 250円 30円 30円 150円 30円

2007/12/20 ～ 2023/7/20 2023/8/21 設定来合計

50円 5円 3,600円

2007/7/20～2007/11/20

2008/1/21～2010/5/20 2010/6/21～2011/4/20

35円 25円 15円

35円

2011/5/20～2013/9/20

5円

2007/5/21
35円 500円

2013/10/21

2007/6/20

基準価額・純資産総額の推移（2006/9/28～2023/8/21）
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ファンドの収益率

※ファンドの収益率の算出には「分配金込み基準価額」を用いており、過去に支払った分配金を分配日に再投資したと仮定して計算しています。再投資する
際に税金は考慮していません。基準価額は信託報酬控除後のものです。収益率は実際の投資家利回りとは異なります。

投資信託証券の資産配分 （作成基準日時点）

*実質実物資産とは、株式、債券などの伝統的資産とは異なるリスク・リターン特性をもつ不動産や商品などの資産をいいます。
※各投資信託証券の騰落率は、イレブンプラス決算日の基準価額に該当する価格を基に計算しています。外国籍投資信託証券は円換算しています。組入比
率の数値は、四捨五入しています。

過 去 1 ヵ 月 過 去 3 ヵ 月 過 去 6 ヵ 月 過 去 1 年 過 去 3 年 設 定 来

0.7% 4.6% 6.4% 2.9% 34.1% 79.3%

前期末時点 今期末時点

2023/7/20 2023/8/21

株式投資のファンド 33.0% 0.0% ▲33.0% --

米国の大型株式
パインブリッジUSラージ・キャップ・リサーチ・
エンハンスト・ファンド

4.9% - ▲4.9% -

世界の株式
パインブリッジ・グローバル・フォーカス・
エクイティ・ファンド

7.9% - ▲7.9% -

新成長国の株式
パインブリッジ・グローバル・エマージング・
マーケッツ・フォーカス・エクイティ・ファンド

3.9% - ▲3.9% -

欧州の株式
パインブリッジ・ヨーロッパ・リサーチ・エンハン
スト・エクイティ・ファンド

2.3% - ▲2.3% -

インドの株式 パインブリッジ・インド・エクイティ・ファンド 2.9% - ▲2.9% -

中国の株式
パインブリッジ・
グレーター・チャイナ・エクイティ・ファンド

11.1% - ▲11.1% -

債券投資のファンド 46.5% 0.0% ▲46.5% --

日本の債券 日本債券マザーファンド 7.3% - ▲7.3% -

日本の貸付債権担保住宅金融支
援機構債券

パインブリッジ日本住宅金融支援機構債
マザーファンド

2.9% - ▲2.9% -

日本を除く世界各国の債券 外国債券マザーファンド 34.3% - ▲34.3% -

米国ドル建て新成長国の債券
パインブリッジ
新成長国債券マザーファンドⅠ

1.0% - ▲1.0% -

現地通貨建て新成長国の債券
パインブリッジ
新成長国債券マザーファンドⅡ

1.0% - ▲1.0% -

実質実物資産投資のファンド 13.2% 0.0% ▲13.2% --

世界のREITおよび株式
パインブリッジ・グローバル・テクノロジー・
インフラ・マザーファンド

4.9% - ▲4.9% -

コモディティ（商品） VAコモディティマザーファンド 8.3% - ▲8.3% -

キャッシュ等 7.3% 100.0% 92.7% --

騰落率投資信託証券名

組入比率

増減
投資対象
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償還に伴う解約に備えて組入れ比率を緩やかに低下させながらも、引き続き保守的なスタンスを継続して運用しました。また実
質実物資産は、引き続き世界のテクノロジー系のREITやコモディティに分散投資を行いました。決算レポート作成基準日現在、
米国ドル、日本円以外の保有資産はありません。

市場動向

運用報告

当期の世界の株式、債券、実質実物資産市場は、期初は、中国の景気刺激策への期待感や欧米主要中銀による利上げ継
続観測の後退などを受けてリスク選好の動きとなりましたが、8月に入ると、大手格付け会社による米国債の格下げや米欧銀
行を巡る経営不安の再燃、更に中国の景気減速懸念などを背景にリスク回避姿勢が強まりました。

当期間中の世界の株式市場は、まず先進国を見ると、期初は、中国の景気刺激策への期待感や本格化した企業決算の内容
が概ね良好な結果となったこと、更にFOMC（米連邦公開市場委員会）やECB（欧州中央銀行）理事会では利上げが決定した
ものの、9月以降の利上げを強く示唆するものでは無かったことなどを好感し堅調に推移しました。しかし8月に入ると、米国債
の格下げや米欧銀行を巡る懸念の再燃、更に、中国の景気減速懸念やFOMC議事録の内容を受けた追加利上げ観測の高ま
りなどが嫌気され軟調に推移しました。期間中、米国株式市場は大型株中心のS&P500が4.3%の下落、欧州は大型株で構成さ
れるダウ欧州50種指数が1.6%の下落となりました。日本の株式市場は代表的な株価指数であるTOPIXが0.9%の下落、一方で
小型株指数は0.7%の上昇となりました。新成長国の株式市場も軟調に推移しました。地域別には、ラテンアメリカやアジアが特
に軟調に推移しました。

先進国の債券市場は下落しました。期初は市場のリスク選好姿勢を背景に、また8月に入ると、米国債の増発計画や格下げ
の発表、更に米国の良好な経済指標や追加利上げ観測の高まりなどを背景に、期を通して軟調な展開となりました。新成長
国の債券市場も、現地通貨建て、米国ドル建てともに軟調に推移しました。

実質実物資産市場では、米国REIT市場は、米国の長期金利上昇や追加利上げ観測の再燃などが嫌気され軟調に推移しまし
た。コモディティ市場は、エネルギーは上昇したものの、穀物や貴金属、非鉄などが軟調に推移したことから下落しました。期
間中、米国REIT市場は6.2%の下落、コモディティ市場は1.2%の下落となりました。

為替市場は、主要国の長期金利が上昇し日本との金利差が拡大したことなどを背景に円が主要通貨に対して軟調に推移しま
した。その他の通貨では、市場予想に反して利上げが見送られたことなどを受けて、豪ドルや南アフリカ・ランドなども軟調に推
移しました。

＜お知らせ＞
当ファンドは、2023年8月31日付で信託終了（繰上償還）いたします。
受益者の皆さまのご愛顧に御礼申し上げますとともに、今後とも一層のお引き立てを賜りますようお願い申し上げます。
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＜ご参考＞市場環境（過去1年間）
主要先進国株式指数の推移 （過去1年間） 主要先進国・新成長国株式指数の水準と変化率

主要新成長国株式指数の推移 （過去1年間）

先進国債の代表指数の推移 （過去1年間）

※上記グラフは、先進国はMSCIワールド・インデックス（米国ドル建て）、日本は東証株価指数、米国はS&P500種株価指数、ドイツはドイツDAX指数、英国は
FTSE100種総合株価指数、新成長国はMSCIエマージング・マーケット・インデックス（米国ドル建て）、ブラジルはブラジルボベスパ指数、インドはインド
SENSEX指数、ロシアはMOEXロシア指数、台湾は台湾加権指数、先進国債はシティ世界国債インデックス（除く日本）の米国ドル建ておよび円建て指数、米
国ドル建て新成長国債はJPモルガンのEMBIグローバル・ディバーシファイド指数（米国ドル建て）、現地通貨建て新成長国債はJPモルガンのGBI-EMブロー
ド・ディバーシファイド指数（新成長国の合成通貨）、米国ドル建て新成長国社債はJPモルガンのコーポレートEMBIブロード・ディバーシファイド指数（米国ドル
建て）、また、建値の表記がないものはすべて現地通貨建てを示しています。

新成長国債・社債の代表指数の推移 （過去1年間）
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先進国 日本
米国 ドイツ
英国

前年末 前期末 今期末

(22/12/30) (23/07/20) (23/08/21) 年初来 前期比

先進国 2,612.0 3,048.0 2,897.5 10.9% ▲4.9%

日本 1,891.7 2,260.9 2,241.5 18.5% ▲0.9%

米国 3,849.3 4,565.7 4,369.7 13.5% ▲4.3%

ドイツ 14,071.7 16,108.9 15,574.3 10.7% ▲3.3%

英国 7,512.7 7,588.2 7,262.4 ▲3.3% ▲4.3%

新成長国 957.5 1,019.6 964.4 0.7% ▲5.4%

ブラジル 109,734.6 117,552.1 115,408.5 5.2% ▲1.8%

インド 61,133.9 67,097.4 64,948.7 6.2% ▲3.2%

ロシア 2,147.1 2,943.4 3,111.2 44.9% 5.7%

台湾 14,085.0 17,116.4 16,381.3 16.3% ▲4.3%

騰落率

先
進
国
株
式

新
成
長
国
株
式

 （出所：ブルームバーグ、すべて 2022年8月22日 を100として指数化）
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＜ご参考＞市場環境（過去1年間）
商品指数の推移 （過去1年間） 米国REIT指数の推移 （過去1年間）

先進国通貨の推移 （過去1年間） 主要通貨の為替水準と変化率（対円）

新成長国通貨の推移 （過去1年間）
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南アフリカ・ランド メキシコ・ペソ

トルコ・リラ

前年末 前期末 今期末

(22/12/30) (23/07/20) (23/08/21) 年初来 前期比

米国ドル 132.70 139.70 145.33 9.5% 4.0%

ユーロ 141.47 156.73 158.12 11.8% 0.9%

英国ポンド 160.00 180.87 185.28 15.8% 2.4%

オーストラリア・

ドル 89.57 94.81 93.20 4.1% ▲1.7%

スイス・
フラン

143.74 162.92 164.85 14.7% 1.2%

ブラジル・
レアル

25.08 29.13 29.23 16.5% 0.3%

メキシコ・
ペソ

6.81 8.36 8.54 25.3% 2.1%

トルコ・
リラ

7.09 5.20 5.36 ▲24.4% 3.2%

ロシア・
ルーブル

1.78 1.52 1.53 ▲14.0% 0.7%

南アフリカ・
ランド

7.82 7.82 7.67 ▲1.9% ▲1.9%

先
進
国
通
貨

新
成
長
国
通
貨

騰落率

※上記グラフは、コモディティはブルームバーグ商品指数（米国ドル建て）、米国REITはFTSE NAREITエクイティ・トータル・リターン指数（米国ドル建て）を示し
ています。
ブルームバーグ商品指数（Bloomberg Commodity IndexSM）および「ブルームバーグ（Bloomberg®）」は、ブルームバーグ・ファイナンス・エル・ピー（Bloomberg Finance L.P.）およびその関係会社（以下「ブルーム
バーグ」と総称します。）のサービスマークであり、パインブリッジ・インベストメンツ株式会社による一定の目的での利用のためにライセンスされています。ブルームバーグ商品指数（Bloomberg Commodity 
IndexSM）は、ブルームバーグとUBSセキュリティーズ・エル・エル・シー（UBS Securities LLC）の間の契約に従ってブルームバーグが算出し、配信し、販売するものです。ブルームバーグ、ならびにUBSセキュリ
ティーズ・エル・エル・シーおよびその関係会社（以下「UBS」と総称します。）のいずれも、パインブリッジ・インベストメンツ株式会社の関係会社ではなく、ブルームバーグおよびUBSは、当ファンドを承認し、是認し、
レビューしまたは推奨するものではありません。ブルームバーグおよびUBSのいずれも、ブルームバーグ商品指数（Bloomberg Commodity IndexSM）に関連するいかなるデータまたは情報の適時性、正確性または
完全性も保証するものではありません。

 （出所：ブルームバーグ、すべて 2022年8月22日 を100として指数化）
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当ファンドは、主として投資信託証券への投資を通じて、実質的に内外の株式、公社債、実質実物資産等
の値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので基準価額
は変動します。したがって、当ファンドは預貯金とは異なり、元本が保証されているものではなく、基準価額
の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。これらの運用による損益はすべて受益者
の皆様に帰属しますので、お申込みにあたりましては当ファンドの内容、リスク等を十分にご理解のうえお
申込みください。
当ファンドが有する主なリスク要因として、以下の項目が挙げられます。

リスクおよび留意点

＜価格変動リスク＞
投資信託証券が組入れた有価証券等の価格は、一般に、経済・社会情勢、企業業績、発行体の信用状況、経営・
財務状況、市場の需給等の影響を受け変動します。組入証券の価格の下落は、当ファンドの基準価額を下げる要
因となります。

＜為替変動リスク＞
当ファンドは外貨建ての資産も投資対象としており、原則として為替ヘッジを行わないため為替変動の影響を受けま
す。外国為替相場は、金利動向、政治・経済情勢、需給その他の様々な要因により変動します。この影響を受けて
外貨建て資産の価格が変動し、基準価額が下落することがあります。一般に、円安は基準価額の上昇要因に、円
高は基準価額の下落要因となります。当ファンドでは、為替動向により適宜為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減
を図りますが、為替ヘッジを行うにあたり、ヘッジ対象通貨と円との金利差相当分のヘッジコストがかかります。

＜信用リスク＞
組入有価証券等の発行体および取引の相手先の倒産や財務状況の悪化等の理由による価格の下落、利息・配
当・償還金等の支払不能または債務不履行（デフォルト）等の影響を受け、基準価額が下落することがあります。

＜金利変動リスク＞
金利変動により債券価格が変動するリスクをいいます。一般的に金利が上昇した場合には債券価格は下落し、当
ファンドの基準価額を下げる要因となります。

＜カントリーリスク＞
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対して新たな
規制が設けられた場合には、基準価額が下落したり、方針に添った運用が困難となることがあります。また、新成長
国へ投資する場合には、先進国と比較して政治・経済および社会情勢の変化が有価証券の価格に及ぼす影響が相
対的に高い可能性があります。

＜流動性リスク＞
組入有価証券等を売買しようとする場合に、当該有価証券等の需給状況により、希望する時期および価格で売買で
きないリスクをいいます。この影響を受け基準価額が下落する要因になることがあります。なお、新成長国に投資す
る場合は、先進国に比べ流動性リスクの影響を相対的に大きく受けます。

＜資産配分リスク＞
当ファンドは、投資対象資産の組入比率に制限を設けずに機動的に変更します。固定比率で投資する場合と比較し
て、組入比率の機動的な変更は当ファンドの収益性を高める場合がある一方、収益率の低い資産への配分が比較
的大きい場合もしくは収益率の高い資産への配分が比較的小さい場合、収益性を悪化させる場合もあります。

※収益分配金に関する留意点
収益分配は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて行う場合があ
ります。したがって、収益分配金の水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。また、投
資者の個別元本の状況によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。
なお、収益分配金はファンドの純資産から支払われますので、分配金の支払いは純資産総額の減少につながり、基準価額の
下落要因となります。計算期間中の運用収益を超えて分配を行った場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落
することになります。

当ファンドのリスクは、上記に限定されるものではありません。
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収益分配金に関する留意事項
 収益分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払わ

れますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下が
ります。

 収益分配金は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等
収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。
その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することに
なります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの
収益率を示すものではありません。

投資信託の
純資産

分配金

投資信託で分配金が
支払われるイメージ

配当等収益
① 20円

*80円

期中収益
（①+②）

50円

*420円
（③+④）

【計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合】

前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合

10,550円

10,500円

10,450円

*450円
（③+④）

*500円
（③+④）

分配金
100円

*50円

前期決算日
*分配対象額

500円

当期決算日
分配前

*50円を取崩し

当期決算日
分配後

*分配対象額
450円

10,400円

10,500円

10,300円

*500円
（③+④）

分配金
100円

前期決算日
*分配対象額

500円

当期決算日
分配前

*80円を取崩し

当期決算日
分配後

*分配対象額
420円

（注）分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および④収益
調整金です。分配金は、分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。

※上記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意下さい。

分配準備積立金：期ごとに分配可能額を計算し、分配可能額から実際に分配した額を引いた額はそのまま信託財産に組み入れられます。
収益調整金：新規の投資者がファンドを購入したことによって、既存の受益者が受け取れる分配金の額が薄まることのないよう、投資信託

財産を計理処理する際に使う特有の勘定科目のことです。

 受益者のファンドの購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合
があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合

受益者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

普通分配金

元本返戻金
（特別分配金）

受益者の
購入価額

（当初個別元本）

分配金
支払後

基準価額

個別元本

元本返戻金
（特別分配金）

※元本払戻金（特別分配
金）は実質的に元本の
一部払戻しとみなされ、
その金額だけ個別元本
が減少します。また、元
本払戻金（特別分配金）
部分は非課税扱いとな
ります。

普通分配金：個別元本（受益者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。
元本払戻金（特別分配金）：個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の受益者の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の額だ

け減少します。

※普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）等をご参照下さい。
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■購入時に直接ご負担いただく費用
購入時手数料： 購入申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3%（税抜3.0%）の率を乗じて得た額を上限として、販売会社が

定めるものとします。
■換金時に直接ご負担いただく費用
換金時手数料： かかりません。
信託財産留保額： 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.3%の率を乗じて得た額とします。
■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用
運用管理費用： 信託財産の純資産総額に年1.375%（税抜年1.25%）の率を乗じて得た額とします。なお、投資対象とする投資

信託証券には運用管理費用等がかかりますが、費用のかからないマザーファンドや、費用の低い外国籍投
資信託証券・国内籍投資信託証券に投資する等で、実質的な負担（概算値）が年1.875%程度を上回らないよ
うにします。
※投資対象投資信託の運用管理費用等は、原則として2012年12月20日付約款変更前の基本資産配分に基づく水準を上回らないよう
に運営されます。なお、この水準にはその後の消費増税分が加算されます。

その他費用： 当ファンドにおける有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オプション取引等に要する費用、資産を
外国で保管する場合の保管費用等について、保有期間中に信託財産よりご負担いただきます。
※その他の費用・手数料は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を示すことができません。

※費用等の合計額については、保有期間に応じて異なりますので、表示することはできません。
※詳しくは販売会社または委託会社までお問い合わせください。

●信託設定日 2006年9月28日（木）
●信託期間 2023年8月31日（木）
●購入単位 販売会社が定める単位
●購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
●換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から当該基準価額から0.3%の信託財産留保額を控除した額
●換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して7営業日目からお支払いします。
●申込受付休止日 ニューヨーク、ロンドン、ダブリンいずれかの銀行休業日と同日の場合
●収益分配 毎月20日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、基準価額の水準等を勘案して分配を行います。

また3・6・9・12月の各20日には、利子・配当等収益に加えて、値上り益（キャピタルゲイン）がある場合
には、売買益等からも分配を行います。なお、将来の分配金が保証されているものではなく、分配対象
額が少額の場合等、分配を行わないこともあります。
＜分配金受取りコース＞分配金は原則として決算日から起算して5営業日までにお支払いします。
＜分配金再投資コース＞税金を差引いた後、自動的に再投資されます。

※詳しくは販売会社または委託会社までお問い合わせください。

投資信託には､ご購入・ご換金時に直接的にご負担いただく費用と信託財産から間接的にご負担いただく費用の合計額がかか
ります。

投資信託に関する留意点

お申込みメモ

お客さまには以下の費用をご負担いただきます。

●委託会社： パインブリッジ・インベストメンツ株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第307号
加入協会/一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、

一般社団法人第二種金融商品取引業協会
●受託会社： 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
●販売会社： 委託会社の指定する金融商品取引業者および登録金融機関

委託会社、その他関係法人

●投資信託をご購入の際は投資信託説明書（交付目論見書）を必ずご覧ください。投資信託説明書（交付目論見書）は、販売
会社の本支店等にご用意しています。●投資信託は元本保証および利回り保証のいずれもありません。●投資した資産価値
の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことになります。●投資信託は預金ではありません。●投資信託は
預金保険の対象ではありません。●証券会社以外でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

（信託報酬）
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販売用資料
愛
称 イレブンプラス 追加型投信／内外／資産複合

パインブリッジ・イレブンプラス＜毎月決算型＞

■本資料はパインブリッジ・インベストメンツ株式会社によって作成された販売用資料です。お申
込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）等をあらかじめまたは同時にお渡しいたします
ので、必ずお受取のうえ内容を十分にお読みください。■当ファンドの基準価額は、同ファンドに組
入れられている有価証券等の値動き（外国証券は為替相場の影響を受けます）を受けますが、こ
れらの運用による損益は全て投資者の皆様に帰属します。したがって投資信託は預金と異なり、
元本および利回りの保証はありません。■本資料の情報は信頼できると判断した情報に基づき作
成されていますが、情報の正確性・完全性について保証するものではありません。過去の実績に
関する数値は、将来の運用成果等をお約束するものではありません。投資した資産の価値の減
少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負います。■本資料は情報の提供を目的とする
ものであり、個別銘柄の売却、購入等の行為を推奨するものではありません。 9/9

設定・運用は

2023年8月号
(2023年8月21日現在）

交付目論見書のご請求・お申込場所（銀行、証券会社別50音順）

お問い合わせは・・・パインブリッジ・インベストメンツ株式会社

https:// www.pinebridge.co.jp/ TEL：03-5208-5858（営業日の9：00～17：00）

金融商品取引業者名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関
東海財務局長
（登金）第3号

○ ○

株式会社第四北越銀行
（インターネットのお取扱のみ）

登録金融機関
関東財務局長
（登金）第47号

○ ○

株式会社東邦銀行 登録金融機関
東北財務局長
（登金）第7号

○

SMBC日興証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長
（金商）第2251号

○ ○ ○ ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者
関東財務局長
（金商）第44号

○ ○ ○

OKB証券株式会社 金融商品取引業者
東海財務局長
（金商）第191号

○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者
東北財務局長
（金商）第36号

○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者
関東財務局長
（金商）第195号

○ ○ ○ ○


